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引受証と不利益通知を電子交付する場合は、それらに付与された指定確認検査機関によ

る電子署名の有効期間とその延長に関する事項を規定することになる。この場合のポイン

トは電子署名の選定と有効期間の延長方法の２点である。 

まず、ポイント１点目の電子署名の選定について説明する。 

 

告示第５条によると、「政府認証基盤における国土交通省認証局が作成した電子証明

書」42及び「行政機関等が指定するもの」が掲げられている。 

この指定に当たってのグレードや名義等の法的な条件はないため、指定確認検査機関の

判断により自由に選定してよい。 

次に、ポイント２点目の電子署名の有効期間延長についてであるが、技術的にはタイム

スタンプの付与しか方法がなく、電子署名の付与と同時にタイムスタンプも処理される必

要がある。このような仕組みを構築するには、通常は有料のタイムスタンプ商品を指定確

認検査機関における電子交付用のシステムに組み込むこととなる。 

この負担を回避するため、電子交付に向けた甲乙協議の中で、電子署名の有効期限は延

長できないことを条件とする対応も考えられる。引受証と不利益通知は確認済証等と異な

り、将来の建築物の所有者の利益につながるとは考えにくく、付与された電子署名の有効

性を長期にわたって延長する必要がないとも思われるためである。 

この場合は業務約款を次のように規定することが考えられる。 

 

電子交付を副本に限定しない場合は、タイムスタンプ要否を検討の上、電子証明書を選

定する必要がある。電子証明書の選定については、図表11参照。 

なお、「最長○年」とあるのは、電子証明書の有効期限に応じて決定することを想定し

たものである。また、確認申請及び仮使用認定の引受承諾書は法定様式ではないため、電

子署名を付与せずに電子交付することが可能である。 

  

 
42 国土交通省認証局が作成する電子証明書は、政府共用認証局が作成するものに置き換えられている。政府認証

基盤ホームページ https://www.gpki.go.jp/cas/index.html 参照。 

告示 第５条 

規則第８条第１項に規定する電子証明書（注：電子情報処理組織を使用する方法により処分

通知等を行うときに付与すべき電子署名に係る電子証明書）は、政府認証基盤における国土

交通省の認証局が作成するものその他行政機関等が指定するものとする。 

＜確認検査業務約款の記載例２＞（電子署名の有効期限を延長不可とする場合） 

第○条 

２ センターが電子署名を付して交付する電磁的記録に付与された電子署名の有効性が確

認できる期間は、センターが電子署名を付してから最長○年とする。 
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場合、業務規程サンプル第２条における電子署名及び電子証明書の用語定義も不要である。 

（２）申請者による電子証明書取得不要・副本以外の電子交付も実施する場合 

 

第53条第７項については、前掲「（１）申請者による電子証明書取得不要・電子交付を副

本に限定する場合」参照。 

第53条第８項において、「第２項の電子情報処理組織を使用する方法」とは、引受証、不

利益通知等の電子交付のことであり、これらを実施しようとする場合は必要となる規定であ

る。なお、業務約款で電子署名の有効期間を定めた場合は、別途タイムスタンプの手配も必

要となる（第２章§２「２（２）②電子交付を副本に限定しない場合」参照）。 

第55条では、申請者による電子証明書の選択肢を規定した第１項は不要であり、電子交付

における電子証明書を規定した第２項のみを残せばよい。告示第５条に規定する電子証明書

とその入手方法を図表11に示す。 

図表 11 告示第５条に規定する電子証明書（指定確認検査機関が取得する場合） 

名義人 告示第５条の規定 認証基盤 申込先 

機関の代表

者が原則50 

国土交通省認証局が

作成するもの 

政府認証基盤（GPKI） 政府共用認証局 

その他行政機関等が

指定するもの 

公開鍵認証基盤（PKI） 法務局、総務省又は民間事業者 

（図表 12 参照） 

機関自ら作成（自己署名証明書）

 

  

 
50 電子証明書は自然人に対して交付されるため、異動に伴い取得し直しの手続が必要となる。 

＜業務規程の記載例２＞ 

第53条（電子申請による申請等） 

７ 法令の規定により署名等をすることが規定されているものを第１項、第３項、第４項及

び前項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、

申請データに氏名又は名称を記録する措置により代えることができる。 

８ 法令の規定により署名等をすることが規定されているものを第２項の電子情報処理組

織を使用する方法により行う場合には、当該署名等については、電子署名を行い、その情

報を当該電子署名に係る電子証明書を送信する措置により代えることができる。 

第55条（電子署名及び電子証明書） 

（第１項は削る） 

２ 第53条第８項に規定する電子証明書は、告示第５条に規定する電子証明書とする。 
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（適用除外） 

第10条 次に掲げる手続等については、この節の規定は、適用しない。 

一 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認する必要があること、許可証そ

の他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由により当該手続等を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないものとして

政令（内閣の所轄の下に置かれる機関及び会計検査院にあっては、当該機関の命令）で定めるもの 

二 手続等のうち当該手続等に関する他の法令の規定において電子情報処理組織を使用する方法その他の情報

通信技術を利用する方法により行うことが規定されているもの（第６条第１項、第７条第１項、第８条第１

項又は前条第１項の規定に基づき行うことが規定されているものを除く。） 

 

主務省令 国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則 

（平成15年国土交通省令第25号）（抄） 

最終改正：令和３年１月１日施行 

（趣旨） 

第１条 国土交通省の所管する法令に係る手続等を、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成

14年法律第151号。以下「法」という。）第６条から第９条までの規定に基づき、電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信技術を利用する方法により行う場合については、他の法律及び法律に基づく命令（告示を

含む。）、条例、地方公共団体の規則並びに地方公共団体の機関の定める規則に特別の定めのある場合を除き、こ

の省令の定めるところによる。 

２ 国土交通省の所管する法令に係る手続等（法第６条から第９条までの適用を受けるものを除く。）を電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行う場合については、他の法律及び法律

に基づく命令（告示を含む。）、条例、地方公共団体の規則並びに地方公共団体の機関の定める規則に特別の定め

のある場合を除き、法及びこの省令の規定の例による。 

（定義） 

第２条 この省令で使用する用語は、法で使用する用語の例による。 

２ この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 電子署名 電磁的記録に記録することができる情報について行われる措置であって、次の要件のいずれに

も該当するものをいう。 

イ 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのものであること。 

ロ 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるものであること。 

二 電子証明書 申請等を行う者又は行政機関等が電子署名を行ったものであることを確認するために用いら

れる事項がこれらの者に係るものであることを証明するために作成する電磁的記録をいう。 

（申請等に係る電子情報処理組織） 

第３条 法第６条第１項に規定する主務省令で定める電子情報処理組織は、申請等が行われるべき行政機関等の

使用に係る電子計算機と申請等をする者の使用に係る電子計算機であって国土交通大臣が告示で定める技術的

基準に適合するものとを電気通信回線で接続した電子情報処理組織とする。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第４条 法第６条第１項の規定により電子情報処理組織を使用する方法により申請等を行う者は、当該申請等を

書面等により行うときに提出すべきこととされている書面等（次項に規定する書面等を除く。）に記載すべきこ

ととされている事項その他当該申請等が行われるべき行政機関等が定める事項を、前条の申請等をする者の使

用に係る電子計算機から入力して、申請等を行わなければならない。 

２ 前項の規定により申請等を行う者は、国土交通大臣が告示で定めるところにより、当該申請等を書面等によ

り行うときに併せて提出すべきこととされている書面等に記載され若しくは電磁的記録に記録されている事項

又はこれらに記載すべき若しくは記録すべき事項を前項の電子計算機から入力しなければならない。 

３ 申請等が行われるべき行政機関等が指定するところにより電子署名を行うこととされている申請等を行う者

は、前２項の規定により入力された事項についての情報に電子署名を行い、その情報を当該電子署名に係る電

子証明書であって次の各号のいずれかに該当するものとともに送信しなければならない。 

一 商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項（これらの規定を他の法令の規定におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づき登記官が作成した電子証明書 

二 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第３条

第１項に規定する署名用電子証明書 

三 前２号に規定するもののほか、国土交通大臣が告示で定める電子証明書 

４ 申請等が行われるべき行政機関等が指定するところにより識別番号及び暗証番号を用いることとされている

申請等を行う者は、事前に入手した識別番号及び暗証番号を第１項の電子計算機から入力しなければならない。 

５ 申請等が行われるべき行政機関等が指定するところにより識別番号及び暗証番号並びに生体認証符号等（個

人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した符号その他の申請等を行う者を認証するため
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の符号をいう。以下同じ。）を用いることとされている申請等を行う者は、事前に入手した識別番号及び暗証番

号を第１項の電子計算機から入力し、並びに同項の電子計算機において設定した生体認証符号等を入力しなけ

ればならない。 

６ 申請等を行う者は、次の各号に掲げるときは、当該申請等について規定した法令の規定にかかわらず、第２項

の規定により入力しなければならない事項のうち行政機関等が指定するものについて入力を要しない。 

一 申請等を行う者に係る第３項各号に掲げる電子証明書を送信するとき。 

二 電気通信回線を使用して提供される登記情報（電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成11

年法律第226号）第２条第１項に規定する登記情報をいう。）の利用を行政機関等に依頼するとき。 

三 申請等を行う者に係る財務諸表等に記載された事項を、会社法施行規則（平成18年２月７日法務省令第12

号）第223条に規定する電磁的方法により国土交通大臣が告示で定める期間を経過する日まで不特定多数の者

がその提供を受けることができる状態に置くとき。 

四 法令の規定により添付すべきこととされている地形図、位置図その他の地図に表示すべき位置情報を、申

請等が行われるべき行政機関等が指定する地理情報システムにより作成し、これを送信するとき。 

（情報通信技術による手数料の納付） 

第５条 法第６条第５項に規定する主務省令で定める方法は、前条第１項の規定により行われた申請等により得

られた納付情報により納付する方法とする。 

（申請等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分が

ある場合） 

第６条 法第６条第６項に規定する主務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情があると当該申請等が行われるべき行政機関

等が認める場合 

二 申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがあると当該申請等が行われるべき行政

機関等が認める場合 

（処分通知等に係る電子情報処理組織） 

第７条 法第７条第１項に規定する主務省令で定める電子情報処理組織は、行政機関等の使用に係る電子計算機

と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機であって国土交通大臣が告示で定める技術的基準に適合する

ものとを電気通信回線で接続した電子情報処理組織とする。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第８条 行政機関等が、法第７条第１項の規定により処分通知等を電子情報処理組織を使用する方法により行う

ときは、当該処分通知等を書面等により行うときに従うこととされている様式に記載すべき事項を前条の行政

機関等の使用に係る電子計算機から入力し電子署名を行い、その情報を当該電子署名に係る電子証明書であっ

て国土交通大臣が告示で定めるものとともに前条の処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルに記録できる状態に置かなければならない。 

２ 前項の規定に基づく処分通知等を受ける者が当該処分通知等をその使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録することが可能となったときから行政機関等が指定する期限までに記録しない場合その他行政機関

等が必要と認める場合は、行政機関等は、書面等により当該処分通知等を行うことができる。 

（処分通知等を受ける旨の表示の方式） 

第９条 法第７条第１項ただし書に規定する主務省令で定める方式は、次の各号に掲げるいずれかの方式とする。 

一 第７条の電子情報処理組織を使用して行う識別番号及び暗証番号の入力 

二 第７条の電子情報処理組織を使用して行う識別番号及び暗証番号の入力並びに生体認証符号等の使用 

三 電子情報処理組織を使用する方法により処分通知等を受けることを希望する旨の行政機関等が定めるとこ

ろにより行う届出 

（処分通知等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部

分がある場合） 

第10条 法第７条第５項に規定する主務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情があると行政機関等が認める場合 

二 処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがあると行政機関等が認める場合 

（電磁的記録による縦覧等） 

第11条 行政機関等が、法第８条第１項の規定により電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した

書類により縦覧等を行う場合においては、当該事項をインターネットを利用して表示する方法、行政機関等の

事務所に備え置く電子計算機の映像面に表示する方法又は電磁的記録に記録された事項を記載した書類を備え

置く方法により縦覧等を行うものとする。 

（電磁的記録による作成等） 
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第12条 行政機関等が、法第９条第１項の規定により電磁的記録により作成等を行う場合においては、当該事項

を行政機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク（これに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。）をもって調製する方法により作成等を行

うものとする。 

（氏名又は名称を明らかにする措置） 

第13条 法第６条第４項に規定する主務省令で定める措置は、次に掲げる措置とする。 

一 申請等が行われるべき行政機関等が指定するところにより、第４条第１項の規定により入力された事項に

ついての情報に電子署名を行い、その情報を当該電子署名に係る電子証明書であって同条第３項各号のいず

れかに該当するものとともに送信する措置 

二 識別番号及び暗証番号を第４条第１項の電子計算機から入力する措置（同条第４項の規定が適用される場

合に限る。 ） 

三 識別番号及び暗証番号を第４条第１項の電子計算機から入力し、並びに同項の電子計算機において設定し

た生体認証符号等を使用する措置（同条第５項の規定が適用される場合に限る。） 

四 前各号に掲げるもののほか、行政機関等が定める措置 

２ 法第７条第４項に規定する主務省令で定める措置は、第８条第１項の規定により入力された事項についての

情報に電子署名を行い、その情報を当該電子署名に係る電子証明書であって同項に規定するものとともに処分

通知等を受ける者がその使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録できる状態に置く措置とする。 

３ 法第９条第３項に規定する主務省令で定める措置は、第12条の規定により作成等が行われた情報に電子署名

を行い、その情報に当該電子署名に係る電子証明書であって第８条第１項に規定するものを添付する措置とす

る。 

 

告示 国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する告示 

（平成15年国土交通省告示第240号） 

最終改正：令和元年12月16日施行 

第１条 国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則（平成15

年国土交通省令第25号。以下「規則」という。）第３条及び第７条に規定する申請等を行う者及び処分通知等を

受ける者の使用に係る電子計算機の技術的基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 行政機関等が交付するソフトウェア又は行政機関等の使用に係る電子計算機から入手したソフトウェアを

用いて、行政機関等の使用に係る電子計算機から入手した様式に入力できる機能又はその他行政機関等が指

定した様式に入力できる機能を有すること。 

二 行政機関等の使用に係る電子計算機と通信できる機能を有すること。 

第２条 申請等を行う者が規則第４条第２項に基づき当該申請等を書面等により行うときに併せて提出すべきこ

ととされている書面等に記載され又は記載すべき事項を光学式読取装置を用いてファイルに記録するときは、

行政機関等は、その情報に記録した日時及び記録した事項が当該書面等に記載されている事項と相違ない旨を

記録させることができる。 

第３条 規則第４条第３項第３号に規定する電子証明書は、次の各号に掲げるものとする。 

一 政府認証基盤（複数の認証局によって構成される認証基盤であって、国の行政機関の長その他の国家公務

員の職を証明することその他政府が電子情報処理組織を使用して手続を行い、又は行わせるために運営する

ものをいう。以下同じ。）におけるブリッジ認証局（政府認証基盤を構成する認証局であって、政府認証基盤

を構成する他の認証局以外の認証局と相互認証を行うことができるものをいう。）と相互認証を行っている認

証局で政府認証基盤を構成する認証局以外のものが作成したもの（規則第３条第３項第１号に規定するもの

を除く。）であって、行政機関等が交付するソフトウェア又は行政機関等の使用に係る電子計算機から入手し

たソフトウェアを用いて送信することができ、かつ、行政機関等の使用に係る電子計算機において識別する

ことができるもの 

二 前号に掲げるもののほか、行政機関等が指定するもの 

第４条 規則第４条第６項第３号に規定する期間は、申請等を行った日から５年を経過する日までとする。 

第５条 規則第８条第１項に規定する電子証明書は、政府認証基盤における国土交通省の認証局が作成するもの

その他行政機関等が指定するものとする。 
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